
 河川・海岸堤防の整備効果を踏まえた浸水想定を行うための評価手法の確立
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これまで多額の費用を投じて整備してきた河川・海岸堤防について、最大クラス（L2）の津波に
対する効果を定量的に評価する手法を確立すること

可住地
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津波シミュレーション結果

「土木学会：東日本大震災合同調査報告，共通編 2 津波の特性と被害から作成」

津波浸水想定における堤防の整備効果

国土強靱化関連予算などを最大限活用し、発生頻度の
高い一定程度の津波（L1津波）に対する堤防の整備を
促進している。

また、最大クラス（L2津波)の浸水想定に対する警戒避
難体制※の整備を図っている。

堤防は、破壊されながらも
残存し、津波を減衰している

土木学会の津波痕跡調査

津波越流時

津波越流と同時に
堤防なし（高さゼロ）と扱う

津波が越流しても、
高さゼロになっていない
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現在の
津波浸水想定

浸水区域の減少

出典：関本  義秀 , 西澤  明, 山田  晴利 , 柴崎  亮介 , 熊谷  潤, 樫山  武浩 , 相良  毅, 嘉山  陽一 , 大
伴 真吾 , 東日本大震災復興支援調査アーカイブ構築によるデータ流通促進 , GIS-理論と応
用, 2013, 21 巻, 2 号, p. 87-95, https://doi.org/10.5638/thagis.21.87

出典：岩手県沿岸における津波浸水シミュレーション
等の公表について  岩手県  公表日  H23.12.16、H28.3.10

浸水面積：約300ha 
（GISデータより計測）

浸水面積：約140.7ha 

53％減

堤防ありの
シミュレーションによる
津波浸水予測に基づく

まちづくり

復興まちづくりの事例（岩手県大船渡市）

復興まちづくり計画（土地利用等）

●河川・海岸堤防の整備により期待できる浸水
 区域などの低減効果を考慮した復興まちづく
 り計画などを事前に検討！

高知県の復興まちづくり計画
堤防あり堤防なし

現在の津波シミュレーション 実際の事例

河川・海岸堤防の整備効果を反映した復旧・復興

警戒避難体制の整備※

※県民の命を守る警戒避難体制の整備については、引き続き最悪の事態（堤防が壊れる）を想定した津波浸水予測を活用する
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（応急期に必要となる機能の配置計画）
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津波避難タワー

仮設住宅や災害廃棄物仮置場など応急期に必要となる土地の確保や復興まちづくりのための土地
利用計画は、L2津波の浸水想定や被害想定に対応できることが求められている。
しかしながら、国の方針では、最悪の事態（堤防が壊れてゼロになる条件）のシミュレーション
によるため、想定規模が甚大となり土地の確保が困難となっている。
これまでに多額の費用を投じて整備してきた河川・海岸堤防について、L2津波に対する効果の定
量的な評価手法が確立されていない。

東日本大震災の津波痕跡調査
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